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第１章 ＰＣＢ廃棄物処理計画の目的及び基本的事項 

 

１ 経緯 

ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、化学的に安定しており、

電気絶縁性や不燃性が高いなどの特性を有していることから、変圧器（トラン

ス）及びコンデンサー等の電気機器の絶縁油、熱交換機器の熱媒体、感圧複写

紙など幅広い分野に用いられ、昭和47(1972)年に製造が中止されるまでに、国

内で約59,000トンが生産され、約54,000トンが使用されました。 

ＰＣＢの毒性や残留性の問題は、昭和43(1968)年に食用油の製造過程で熱媒

体として使用したＰＣＢが食用油に混入し、約１万３千名もの被害患者を発生

させたカネミ油症事件を契機に大きく取り上げられました。その後、化学物質

の審査及び製造等の規制に関する法律が制定され、ＰＣＢの製造、輸入等は昭

和49(1974)年６月から事実上禁止されることとなりました。 

ＰＣＢを含む変圧器及びコンデンサー等のＰＣＢ廃棄物については、処理体

制の整備が著しく停滞していたため、処分の目処が立たないまま、保管事業者

は長期にわたる保管を余儀なくされ、保管の過程でＰＣＢ廃棄物の紛失、漏え

いなど、環境への影響が懸念されており、早期に確実な処理を行うことが必要

な状況となっています。 

このため、国は、平成13(2001)年６月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」（以下「ＰＣＢ特別措置法」という。）を

制定し、ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者（以下「保管事業者」という。）に対

して保管状況等の届出等を義務付けるとともに、平成28(2016)年７月までに 

ＰＣＢ廃棄物（※定義についてはＰＣＢ特別措置法参照）を適切に処分しなけ

ればならないことを定めました。 

また、ＰＣＢ特別措置法に基づき国が策定した「ポリ塩化ビフェニル廃棄物

処理基本計画」（以下「基本計画」という。）により、ＰＣＢ廃棄物を処分す

る拠点的広域処理施設の整備が進められ、本県においては、東海４県（三重県、

愛知県、岐阜県及び静岡県）を処理対象地域とした愛知県豊田市の日本環境安

全事業株式会社豊田事業所（現、中間貯蔵・環境安全事業株式会社豊田ＰＣＢ

処理事業所）で処理が進められてきました。 

これまでの取組により、ＰＣＢ廃棄物の処理は大きく進んできましたが、作

業者に係る安全対策等、処理開始後に明らかとなった課題への対応や、ＰＣＢ

特別措置法施行後にＰＣＢを使用していないとされる変圧器やコンデンサー等

から微量のＰＣＢが検出されるものがあることが判明したこと等から、当初の

処分期限である平成28(2016)年７月を令和９(2027)年３月までとするＰＣＢ特

別措置法施行令の改正が平成24(2012)年12月に行われました。 

これを受けて、ＰＣＢ特別措置法の期限内で可能な限り前倒ししたＰＣＢ廃

棄物の処理完了を実現するため、保管事業者が中間貯蔵・環境安全事業株式会

社に対し処分委託を行う期限として、計画的処理完了期限がエリアごとに設け
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られるなど基本計画の改訂が行われ、平成26(2014)年６月に環境大臣による告

示がなされました。 

国の基本計画の改訂等を受け、平成19(2007)年３月に策定した「三重県ポリ

塩化ビフェニル廃棄物処理計画」について、県内のＰＣＢ廃棄物の処理を計画

的に進めるために必要な改訂を平成28(2016)年３月に行いました。 

しかしながら、これまでの取組の進捗状況に鑑みれば、計画的処理完了期限

内に処理を達成することは決して容易ではないことから、国においては、 

ＰＣＢ特別措置法の一部を改正し（平成28(2016)年法律第34号。平成28(2016)

年８月１日施行）、計画的処理完了期限よりも前の時点で処分期間（ＰＣＢ特

別措置法第10条第１項の規定に基づく、計画的処理完了期限の１年前の日。以

下同じ。）を設定し、この処分期間内に高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ

使用製品を自ら処分又は処分委託もしくは廃棄（ＰＣＢ使用製品の使用を止め、

廃棄物とすることをいう。以下同じ。）すること等を義務付け、あわせて都道

府県知事による報告徴収及び立入検査の権限強化、高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分

の代執行等を規定しました。 

また、計画的処理完了期限内の一日も早い処分完了に向けて、保管事業者や

国、地方公共団体など関係者が一丸となってこの問題を解決するという認識の

下、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を総合的・計画的に推進するため、平

成28(2016)年７月に処理基本計画の変更が閣議決定されました。 

さらには、ＰＣＢ特別措置法の改正と併せて、電気事業法（昭和39(1964)年

法律第170号）に基づく経済産業省令（電気関係報告規則及び電気設備に関する

技術基準を定める省令（平成９(1997)年通商産業省令第52号））等の改正によ

り、電気工作物に該当する高濃度ＰＣＢ使用製品についても、使用禁止、管理

状況の届出等の措置を講ずることとされ、電気事業法の枠組みを最大限活用し

ながらＰＣＢ特別措置法と連携して規制を行うこととされました。 

こうした状況を踏まえ、平成28(2016)年３月に改訂した「三重県ポリ塩化ビ

フェニル廃棄物処理計画」の見直しを行い、県内のＰＣＢ廃棄物の確実かつ適

正な処理を推進するため、本処理計画を改訂します。 

 

２ 計画の目的 

ＰＣＢ特別措置法では、国は、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を総合的

かつ計画的に進めるため、基本計画を策定し、都道府県及び政令市は、その基

本計画に即したポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画を策定するものとされてい

ます。 

本計画は、この規定に基づき策定された基本計画に即して、三重県（以下「県」

という。）が県内のＰＣＢ廃棄物の処理の具体的な方策を明らかにし、確実か

つ適正な処理の推進を図ることを目的に策定するものです。 
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３ 基本的事項 

（１）計画期間 

この計画は、ＰＣＢ特別措置法に基づくＰＣＢ廃棄物の処分期間の末で

ある令和９(2027)年３月までを計画期間とします。 

（２）計画の対象 

県内で保管されているＰＣＢ廃棄物及び県内で使用されているＰＣＢ使

用製品（※）を対象とします。 

※ ＰＣＢ廃棄物とは、ＰＣＢ原液、ＰＣＢを含む油又はＰＣＢが塗布され、

染み込み、付着し、若しくは封入された物が廃棄物となったものです。 

ＰＣＢ使用製品とは、ＰＣＢ原液、ＰＣＢを含む油又はＰＣＢが塗布さ

れ、染み込み、付着し、若しくは封入された製品をさします。 

ＰＣＢ廃棄物は、ＰＣＢの濃度により高濃度ＰＣＢ廃棄物と低濃度ＰＣ

Ｂ廃棄物に分類されます。高濃度ＰＣＢ廃棄物はＰＣＢが使用されたもの、

又は付着しているもの、あるいはＰＣＢそのものが廃棄物となり、ＰＣＢ

の濃度が基準（表１－１）を超えるものとなります。 

表１－１ ＰＣＢ廃棄物の種類ごとの濃度基準 

ＰＣＢ廃棄物の種類 濃度基準 

汚泥、紙くず、木くず又は繊維くずその他ＰＣＢ

が塗布され、又はしみ込んだ物が廃棄物となった

もの 

当該廃棄物のうちＰＣＢを含む部分 

1キログラムにつき10万ミリグラム

（100,000 mg/kg） 

廃プラスチック類のうち、ＰＣＢが付着し、又は

封入されたもの 

当該廃プラスチック類 

1キログラムにつき10万ミリグラム

(100,000mg/kg) 

金属くず、ガラスくず、陶磁器くず又は工作物の

新築、改築若しくは除去に伴って生じたコンクリ

ートの破片その他ＰＣＢが付着し、又は封入され

た物が廃棄物となったもの 

当該廃棄物に付着し、又は封入された物

1キログラムにつき5,000ミリグラム

(5,000mg/kg) 

（３）県内のＰＣＢ廃棄物における処分期間 

県内のＰＣＢ廃棄物の処分期間については、表１－２のとおりです。 

表１－２ 県内のＰＣＢ廃棄物の処分期間 

廃棄物の種類 処理施設 処分期間 

高濃度 

PCB 

廃棄物 

照明器具の安定器、 

ウエス等汚染物 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社

（ＪＥＳＣＯ北九州） 

令和３(2021)年3

月31日まで 

変圧器、 

コンデンサー等 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社

（ＪＥＳＣＯ豊田） 

令和４(2022)年3

月31日まで 

低濃度 

PCB 

廃棄物 

処分施設毎の認定、 

又は許可内容による 

無害化処理認定施設又は 

都道府県知事等の許可施設 

令和９(2027)年3

月31日まで 

※計画的処理完了期限、特例処分期限日は処分期間の末日の１年後 
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（４）計画の見直し 

国の基本計画の変更やＰＣＢ廃棄物の処分見込量の変動など、本県の 

ＰＣＢ廃棄物の処理に大きな変化があった場合は、必要に応じてこの計画

の見直しを行うものとします。 

 

４ 基本的な方向性 

（１）県内に所在するＰＣＢ廃棄物について、ＰＣＢ特別措置法に基づく処分期

間までに確実かつ適正に処理します。なお、ＰＣＢを取り巻く社会情勢を考

慮し、早い時期での処分完了を目指します。特に、高濃度ＰＣＢ廃棄物につ

いては、ＪＥＳＣＯの各ＰＣＢ処理事業所の処分期間を勘案し、令和２(2020)

年度末の処分率を廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」

という。）第５条の５の規定に基づき策定した三重県廃棄物処理計画（以下

「廃棄物処理計画」という。）との整合を図り90％以上とすることを目標と

します。 

（２）県、国、保管事業者、所有事業者、ＰＣＢ廃棄物の処理業者等の関係者は、

それぞれの役割分担を果たし連携して、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理

の推進を図ります。 

（３）ＰＣＢ廃棄物が確実に処理されるよう、未だ把握されていないＰＣＢ廃棄

物等の掘り起こしを積極的に行うとともに、濃度不明の機器等について保管

事業者に分析の実施を促します。 

（４）使用中のＰＣＢ使用製品について、廃棄物化後に速やかに処理に向けた準

備が進められるよう、これら製品の使用者に対して必要な情報提供を行いま

す。 

 

 

  

＜高濃度ＰＣＢ廃棄物（ＰＣＢが使用された代表的な電気機器等）＞ 

 

 

 

 

変圧器 
変圧器内はPCBとトリク

ロロベンゼンの混合液（重
量比３：２）で満たされて
います。例えば、50kVAの機
器には約115kgのPCBが入っ
ています。 
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第２章 ＰＣＢ廃棄物等の保管量、所有量及び処分量の見込み 

 

１ ＰＣＢ廃棄物の保管量及びＰＣＢ使用製品の所有量についての処分見込量 

ＰＣＢ廃棄物の保管事業者又は高濃度ＰＣＢ使用製品（電気工作物を除く）

の所有事業者は、ＰＣＢ特別措置法に基づき、前年度に保管、所有及び処分し

たＰＣＢ廃棄物又は高濃度ＰＣＢ使用製品（電気工作物を除く）の状況を次年

度の６月30日までに県に届け出る必要があります。届出の対象となるものは、

ＰＣＢ、ＰＣＢを含む油及びＰＣＢが塗布され、染み込み、付着し、若しくは

封入された物が廃棄物となったＰＣＢ廃棄物及び使用中の高濃度ＰＣＢ使用製

品（電気工作物を除く）です。 

また、使用中の電気工作物にＰＣＢが含まれていることが確認された場合は、

電気事業法に基づき、遅滞なく管轄する経済産業省の産業保安監督部に届出を

行う必要があり、使用中の高濃度ＰＣＢ含有電気工作物については、毎年度末

の状況を翌年度の６月30日までに管轄する産業保安監督部に届け出る必要があ

ります。 

なお、現在使用中のＰＣＢ使用製品も、ＰＣＢ廃棄物の処分期間の末である

令和９(2027)年３月までに（高濃度ＰＣＢ使用製品については、ＪＥＳＣＯの

各ＰＣＢ処理事業所における処分期間までに）ＰＣＢ廃棄物として処分するこ

とが求められます。 

ＰＣＢ特別措置法又は電気事業法の規定に基づき、県内の保管事業者及び所

有事業者から県等に届出があったＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ使用製品の種類別の

事業場数、保管量、所有量、処分見込量は、表２－１のとおりです。 

ＰＣＢ廃棄物の処分見込量は、現在保管されているＰＣＢ廃棄物に今後ＰＣ

Ｂ廃棄物となるＰＣＢ使用製品を加えたものとしており、掘り起こし調査等に

より今後新たにＰＣＢ廃棄物となるものが把握された場合には、順次処分見込

量にその量を加えることとします。 
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表２－１ ＰＣＢ廃棄物等の保管量、所有量及び処分見込量 
（令和2(2020)年3月31日現在） 

※１）「安定器」は蛍光灯用安定器、ナトリウム灯用安定器、水銀灯用安定器、安定器（用途不明）、ネオン変圧

器をいいます。「安定器」は重量で届出されたものは、３kg=１台に換算して計上しています。 

※２）「ＰＣＢを含む油」は、ＰＣＢ、変圧器油（トランス油）、熱媒体油、柱上変圧器油（柱上トランス油）、

コンデンサー油をいいます。 

※３）「ＰＣＢを含む油」、「感圧複写紙」、「ウエス」、「汚泥」及び「その他」について、容量で届出された

ものは、１リットル＝１kgに換算して計上しています。 

※４）「その他の機器等」は、リアクトル、放電コイル、サージアブソーバー、計器用変成器、開閉器、遮断器、

整流器等をいいます。 

※５）「その他」は、塗膜、ＰＣＢを含む廃水等をいいます。 

※６）電気事業法による届出とは、高濃度ＰＣＢ含有電気工作物管理状況届出書のことをいいます。 

※７）電気事業法による届出の所有量(D)は、令和3年(2021)3月19日開催の第29回ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関

する検討委員会で経済産業省産業保安グループ電力安全課より報告のあった台数となります。

電気事業
法による

届出

事業場数
保管量
 (A)

所有量
(B)

合計
(C=A+B)

所有量
(D)

変圧器（トランス） 台 0 0 0 0 0 0

柱上変圧器（柱上ﾄﾗﾝｽ） 台 0 0 0 0 0

コンデンサー（3kg以上） 台 95 520 6 526 13 539

その他の機器等 台 2 3 0 3 3

PCBを含む油 kg 13 44,087 1 44,088 44,088

コンデンサー（3kg未満） 台 29 1,663 0 1,663 1,663

安定器 台 271 26,790 1,394 28,184 28,184

感圧複写紙 kg 1 42 0 42 42

ウエス kg 12 793 0 793 793

汚泥 kg 3 61,224 0 61,224 61,224

その他 kg 28 82,998 0 82,998 82,998

変圧器（トランス） 台 537 943 907 1,850 1,850

柱上変圧器（柱上ﾄﾗﾝｽ） 台 12 39 5 44 44

コンデンサー（3kg以上） 台 251 1,121 150 1,271 1,271

その他の機器等 台 177 314 220 534 534

PCBを含む油 kg 50 37,395 1 37,396 37,396

コンデンサー（3kg未満） 台 40 1,310 55 1,365 1,365

安定器 台 2 10 0 10 10

感圧複写紙 kg 0 0 0 0 0

ウエス kg 29 4,259 0 4,259 4,259

汚泥 kg 8 249,586 0 249,586 249,586

その他 kg 71 90,019 0 90,019 90,019

ＰＣＢ廃棄物等の種類

ＰＣＢ特別措置法による届出
処分見込量
(E=C+D)

高
濃
度

低
濃
度



 - 7 -  

２ 届出によるＰＣＢ廃棄物等の処分予定 

平成28(2016)年のＰＣＢ特別措置法改正により、ＰＣＢ廃棄物等の保管及び

処分状況等届出書の様式が変更され、処分予定年月等の記載が追加されました。 

また、電気事業法関係法令（電気関係報告規則）も同年に改正され、高濃度

ＰＣＢ含有電気工作物の廃止予定時期を記載した高濃度ＰＣＢ含有電気工作物

管理状況届出書を毎年届け出ることが義務付けられました。 

これらの届出による高濃度ＰＣＢ廃棄物等の処分見込量は、表２－２のとお

りです。 

 

表２－２ 届出による高濃度ＰＣＢ廃棄物等の年度別処分見込量 

R2(2020)
年度

R3(2021)
年度

変圧器（トランス） 台 0 0 0

柱上変圧器（柱上ﾄﾗﾝｽ） 台 0 0 0

コンデンサー（3kg以上） 台 539 284 255

その他の機器等 台 3 3 0

PCBを含む油 kg 44,088 37,303 6,785

コンデンサー（3kg未満） 台 1,663 1,663 0

安定器 台 28,184 28,184 0

感圧複写紙 kg 42 42 0

ウエス kg 793 793 0

汚泥 kg 61,224 61,224 0

その他 kg 82,998 82,998 0

ＰＣＢ廃棄物等の種類
処分

見込量

 

※高濃度ＰＣＢ使用製品（所有量）については、廃棄（廃止）予定年月を処分予定年月として集計しています。 

※ＰＣＢ特別措置法及び電気事業法に基づく届出で処分予定年月及び廃止予定時期が不明なものについては、処

分期間の末の年度として記載しています。



 - 8 -  

第３章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の体制の確保 

 

１ ＰＣＢ廃棄物の処理体制及び施設整備 

（１）高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理体制及び施設整備 

○変圧器・コンデンサー等、廃ＰＣＢ等 

拠点的広域処理施設であるＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所において、 

ＰＣＢ廃棄物の大部分を占めている変圧器・コンデンサー等及び廃ＰＣＢ等

を対象に処理が行われており、今後も本県のこれらの高濃度ＰＣＢ廃棄物に

ついては同事業所において処理します。 

同事業所の処理施設は、平成17(2005)年９月から稼働を開始し、豊田市内

についで愛知県内のものから先行して処理が行われました。県内に所在する

変圧器・コンデンサー等の高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理は、地域を区切り平成

20(2008)年度から開始され、令和２(2020)年12月末時点で変圧器は382台、コ

ンデンサーは13,404台が処理されています。今後は、未把握のＰＣＢ廃棄物

等の掘り起こし調査分を含め、全量をＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所の処

分期間内に処理する計画です。 

 

〇安定器等・汚染物 

西日本における高濃度ＰＣＢを含む安定器等・汚染物については、国の基

本計画によりＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所での処理が位置付けられて

いるため、本県のこれらの高濃度ＰＣＢ廃棄物は同事業所で処理します。 

県内に所在する安定器等・汚染物の高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理は、平成

28(2016)年度から本格的に開始され、令和２年(2020)年12月末時点で安定器

・汚染物は238,788kgがＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所に搬入されていま

す。今後、未把握のＰＣＢ廃棄物等の掘り起こし調査分を含め、全量をＪＥ

ＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所の処分期間内に処理する計画です。 

 

〇高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分計画 

処分期間内に処理を終了するためにも、第２章２の届出によるＰＣＢ廃棄

物等の処分予定をもとに計画した各年度の処分計画は、表３－１のとおりで

す。 
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表３－１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物等の年度別処分計画 

処分計画
進捗率
（％）

（目標値）
処分計画

進捗率
（％）

（目標値）

変圧器（トランス） 台 0 0 90% 0 100%

柱上変圧器（柱上ﾄﾗﾝｽ） 台 0 0 90% 0 100%

コンデンサー（3kg以上） 台 539 485 90% 54 100%

その他の機器等 台 3 3 90% 0 100%

PCBを含む油 kg 44,088 39,679 90% 4,409 100%

コンデンサー（3kg未満） 台 1,663 1,663 100% 0 100%

安定器 台 28,184 28,184 100% 0 100%

感圧複写紙 kg 42 42 100% 0 100%

ウエス kg 793 793 100% 0 100%

汚泥 kg 61,224 61,224 100% 0 100%

その他 kg 82,998 82,998 100% 0 100%

ＰＣＢ廃棄物等の種類 処分見込量

令和２
(2020)年度

令和３
(2021)年度

年度別処分計画

 
※ＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所、ＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所の処理状況及び他府県の処分状況に応

じて処分計画が変更することがあります。 
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【届出による進捗と処分計画との比較】 
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ＪＥＳＣＯの豊田ＰＣＢ処理事業所及び北九州ＰＣＢ処理事業所における

ＰＣＢ廃棄物処理事業の概要を表３－２及び表３－３に示します。 

なお、県内事業者からＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所及び北九州ＰＣＢ

処理事業所への高濃度ＰＣＢ廃棄物の搬入量は、表３－４のとおりです。 

   表３－２ ＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所の概要 

項 目 内   容 

 設置場所  愛知県豊田市細谷町３丁目 

 処理 

 能力 

ＰＣＢ分解量 

（処理方式） 

 １．６トン／日 

 （脱塩素化分解方式） 

 処理開始  平成１７（２００５）年９月 

 計画的処理完了期限  令和５（２０２３）年３月 

 事業終了準備期間  令和５（２０２３）年４月 

～令和８（２０２６）年３月 
※１）処理能力は、ＰＣＢ（濃度100％）の分解能力です。 

※２）計画的処理完了期限とは、保管事業者がＪＥＳＣＯに処分委託を行う期限です。 

※３）事業終了準備期間とは、今後新たに発生する廃棄物や処理困難物への対応及び事業終了のため

の準備を行う期間です。 

    表３－３ ＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所の概要 

項 目 内   容 

 設置場所  福岡県北九州市若松区響町１丁目 

処理能力 

（処理方式） 

 １０．４トン／日 

 （プラズマ溶融分解法） 

 処理開始  平成２１（２００９）年７月 

 計画的処理完了期限  令和４（２０２２）年３月 

 事業終了準備期間  令和４（２０２２）年４月 

～令和６（２０２４）年３月 
※１）計画的処理完了期限とは、保管事業者がＪＥＳＣＯに処分委託を行う期限です。 

※２）事業終了準備期間とは、今後新たに発生する廃棄物や処理困難物への対応及び事業終了のため

の準備を行う期間です。 

表３－４ 県内事業者からＪＥＳＣＯへの高濃度ＰＣＢ廃棄物の搬入量 

【ＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所】    （令和２(2020)年12月末時点） 

変圧器台数 
コンデンサー

台数 
PCB油 保管容器 

382台 13,404 台 454 本 104,480 kg 393 箱 

【ＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理事業所】           （単位：ｋｇ） 

安定器等 
小型電気

機器等 
感圧紙等 ウエス等 

その他の

汚染物 

ミカフィル

ブッシング 
総重量 

192,765 8,780 12 2,933 31,959 2,340 238,788 
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（２）低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理体制及び施設整備 

低濃度ＰＣＢ廃棄物については、廃棄物処理法に基づき国が認定する無害

化処理認定施設又は各都道府県知事等が許可する処理施設で処理を行います。

令和３(2021)年１月18日現在、無害化処理認定を受けた事業者は34社、許可

を受けた事業者は５社となっています。 

【参考 環境省ホームページ・廃棄物処理法に基づく無害化処理認定施設】 

（http://www.env.go.jp/recycle/poly/facilities.html） 

これら無害化処理認定施設等での処理の状況を把握し、保管事業者への周

知及び適切な指導を行い、ＰＣＢ特別措置法に定める処分期間の末である令

和９(2027)年３月までに処理する計画です。 

今後、ＰＣＢ廃棄物の掘り起こし調査等を進めることで、無害化処理認定

施設等での処理対象物の把握が進む見込みですが、銘板情報ではＰＣＢ含有

の有無が確定しない電気機器が多数存在することから、保管事業者や所有事

業者に対して分析の実施を促すとともに、不適切に処理されないよう指導し

ていきます。 

 

（３）企業による自社処理体制及び施設整備 

県内の柱上トランスは、ほぼ全量を中部電力株式会社が保管しており、同

社は自社の柱上トランスについて、他県の供給区域内から発生したものと併

せて、自社の施設で処理しています。これらの処理期間については、中部電

力株式会社の処理計画をもとに、令和９(2027)年３月までに全量が処理され

ることを見込んでいます。 

中部電力株式会社の供給区域内（三重県、愛知県、岐阜県、静岡県及び長

野県）における柱上トランスの処理予定量等を表３－５に、処理施設の概要

を表３－６及び表３－７に示します。 

 

表３－５ 柱上トランスの保管量、発生量及び処理予定量（低濃度） 

廃棄物の種類 保管量 発生量 

処理量 

～平成28 

(2016)年度

（実績） 

平成29(2017)年

度～令和９

(2027)年３月 

柱上トランス 

（容器及び部材） 
約130,000 台 約130,000 台 約920,000 台 約260,000 台 

柱上トランス由来

の微量のＰＣＢを

含む絶縁油 

約3,500 t 約14,500 t 約72,000 t 約18,000 t 

※１) 数量は、全て中部電力株式会社の供給区域内（三重県、愛知県、岐阜県、静岡県及び長野県）におけるもの

です。 
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表３－６ 中部電力株式会社の柱上トランス容器・部材の処理施設の概要 

項 目 内   容 

 設置場所  愛知県海部郡飛島村東浜３丁目５番地 

  処理対象   柱上トランスの容器、部材 

  処理能力 

 （処理方式）   

 １００トン／日 

 （溶剤洗浄法） 

 処理開始  平成２０（２００８）年５月 

 処理終了  令和９（２０２７）年３月 

 

  表３－７ 中部電力株式会社の微量ＰＣＢを含む絶縁油の処理施設の概要 

項 目 内   容 

 設置場所  愛知県名古屋市港区潮見町３７番６ 

  処理対象   低濃度ＰＣＢ絶縁油 

  処理能力 

 （処理方式）   

 ２２トン／日 

 （脱塩素化分解方式） 

 処理開始  平成１７（２００５）年２月 

 処理終了  令和９（２０２７）年３月 

 

なお、三菱化学株式会社四日市事業所（現：三菱ケミカル株式会社四日市

事業所）が、場内の専用タンク２基にＰＣＢ廃棄物968トン（ＰＣＢ濃度約50

％）を保管していましたが、この処理については、同社が廃棄物処理法に基

づくＰＣＢ廃棄物処理施設の設置許可を取得し、平成16(2004)年４月12日か

ら無害化処理を開始し、平成17(2005)年５月末に終了しています。 

平成18(2006)年３月には、タンクや処理施設の配管等の洗浄を行い、処理

を完了していますが、同処理施設の解体や過去の無害化処理に伴い発生した

汚染物等の処理が必要なことから、今後は計画的かつ適正に処理が行われる

よう指導等に努めます。 
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２ 処理体制を確保するための方策 

（１）広域的な処理体制 

東海４県の高濃度変圧器・コンデンサー等及び廃ＰＣＢ等の処理は、ＪＥ

ＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所における処理を基本としていることから、県は、

その広域的な処理体制を確保するため、関係県市、ＪＥＳＣＯ及び国が参加

するＰＣＢ廃棄物処理に係る東海地区広域協議会等において、必要な調整を

行います。また、安定器等・汚染物など、ＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理事業所

以外の事業所で処理するものについては、当該事業地区の広域協議会等と協

議、調整を行います。 

これらの処理施設へのＰＣＢ廃棄物の搬入が円滑に行われるよう、保管事

業者及び処理業者等の関係事業者に対して、各地区広域協議会での統一的な

方針により指導を行います。 

 

（２）安全かつ効率的な収集運搬体制等 

保管事業者は、ＰＣＢ廃棄物が処理されるまでの間、ＰＣＢの漏えい等に

より人の健康及び生活環境に係る被害が生じないよう、適正な保管・管理を

行うとともに計画的なＰＣＢ廃棄物の処分を進めることにより、確実かつ適

正な処理体制を確保することとします。 

ＰＣＢ廃棄物を運搬する特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び自らＰＣＢ

廃棄物の運搬を行う者（以下｢収集運搬者｣という。）は、国が定めた「ＰＣ

Ｂ廃棄物収集・運搬ガイドライン」（低濃度ＰＣＢ廃棄物にあっては「低濃

度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」）に沿った収集運搬、安全管理及

び運行管理等を行うとともに、ＧＰＳを利用した車両運行管理システムの整

備等により、処理体制の一層の安全性の確保に努めることとします。特に、

独自の受入基準が設けられているＪＥＳＣＯへのＰＣＢ廃棄物の搬入におい

ては、各ＰＣＢ処理事業所の受入基準を遵守し、安全性を確保することとし

ます。 

また、県内各地に少量のＰＣＢ廃棄物を保管する事業者が多数存在してい

ることから、保管事業者、収集運搬者及び処分業者等の関係者が連携し、積

極的に積み合わせを行うことで収集運搬の効率化を図ることとします。 

 

（３）収集運搬及び処分における緊急時の対応 

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬時における事故等に適切に対応するため、東海地

区広域協議会において広域的な緊急連絡体制を整備し、収集運搬者への指導

を徹底します。 

また、保管事業者及び処理施設における事故等についても、東海地区広域

協議会の県市のほか、地元市町、警察、消防等の関係機関、関係事業者が連

携し、被害の拡大防止等の応急体制を整備することとします。 

なお、他地域についても、同様の枠組みで応急体制の整備を行います。 
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第４章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進 

 

１ 県の役割 

県は、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するため、次の施策を実施

します。 

（１）ＰＣＢ廃棄物の実態把握 

 保管事業者に対して、ＰＣＢ廃棄物の保管状況等の手続きを告知するな

ど、毎年確実に届出が行われるよう指導を徹底します。 

 今後も新たなＰＣＢ廃棄物の発生が想定されることから、ＰＣＢ使用製

品の使用者及び使用を廃止した事業者の把握に努めるとともに、保管状況

等の届出指導を行います。 

 未把握のＰＣＢ廃棄物等の掘り起こしを行うとともに、濃度不明の機器

等について、保管事業者等に分析の実施を促します。 

 県は、県内のＰＣＢ廃棄物及び使用製品の保管、使用等の状況を適切に

把握し、その全てが計画的処理完了期限内に確実かつ適正に処理されるよ

う、取り組みます。 

 ＰＣＢ使用安定器の掘り起こしを行うための追加的な調査の作業手順等

をとりまとめた「ＰＣＢ廃棄物等掘り起こし調査マニュアル（第４版）」

に基づき、昭和52(1977)年３月以前に建てられた事業用建物の所有者を対

象に、ＰＣＢ使用安定器の掘り起こし調査を行います。調査は、平成

30(2018)年度中に完了し、ＰＣＢ特別措置法に定める処分期間内の確実か

つ適正な処理の推進を図ります。 

 

（２）ＰＣＢ廃棄物の適正処理等の監視、指導 

  ＰＣＢ廃棄物は、廃棄物処理法の特別管理産業廃棄物に該当するため、

保管事業者への立入検査を行い、飛散、流出、地下浸透等を防止する措置

等、同法に定める保管基準の遵守を確認します。 

  ＰＣＢ廃棄物の紛失や破損等の事故があった場合は「三重県産業廃棄物

の適正な処理の推進に関する条例」に基づき、汚染除去のための応急措置

や再発防止対策を講ずるよう指導します。また、保管方法等の改善が必要

となる場合は、廃棄物処理法に基づく改善命令等により厳正に対処します。 

  ＰＣＢ特別措置法の目的を達成するため、ＰＣＢ廃棄物専門員を配置し

てＰＣＢ廃棄物保管事業場、ＰＣＢ廃棄物の疑いのある廃電気機器等を保

管している事業場及びその関係場所に立入するための体制を整備するなど

し、ＰＣＢ廃棄物の適正処理及び処理されるまでの間の適正保管等につい

て指導を行います。 

  ＰＣＢ特別措置法により、ＰＣＢ廃棄物は令和９(2027)年３月までに適

正に処理することが義務付けられています。このことから、保管事業者に

対して計画的な処理を実施するよう、立入検査のほか、説明会やインター
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ネット等を通じて周知徹底を図ります。 

  ＰＣＢ廃棄物の収集運搬者に対して、廃棄物処理法に基づく特別管理産

業廃棄物収集運搬業の処理基準への適合及び国が定めた「ＰＣＢ廃棄物収

集・運搬ガイドライン」（低濃度ＰＣＢ廃棄物にあっては「低濃度ＰＣＢ

廃棄物収集・運搬ガイドライン」）の遵守を指導します。さらに、高濃度

ＰＣＢ廃棄物をＪＥＳＣＯの事業所に収集運搬する事業者に対しては、各

広域協議会の統一的な基準に沿った指導を行い、積込み及び積下ろし等収

集運搬の各段階における安全確保を徹底します。 

  処分期間内または特例処分期限日までに処分されない高濃度ＰＣＢ廃棄

物については、ＰＣＢ特別措置法第12条の規定に基づき保管事業者に対し

て改善命令を発出し、確実に処理を進めます。また、処分期間内または特

例処分期限日までに廃棄されない高濃度ＰＣＢ使用製品については、ＰＣ

Ｂ特別措置法第18条第３項及び同法第20条第２項の規定に基づきＰＣＢ廃

棄物とみなしたうえで改善命令の対象とします。 

  改善命令に示した期限までに措置を講じない場合や事業者が破産、死去、

相続等に起因して高濃度ＰＣＢ廃棄物を処分期間内に処分することが困難

となった場合は、必要に応じてＰＣＢ特別措置法第13条の規定に基づき行

政代執行を行うとともに原因者に対して費用求償を行います。 

 

 

図４－１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物等の期限内処分へ向けてのフロー 

 

（３）ＰＣＢ廃棄物の処理の推進 

  高濃度ＰＣＢ廃棄物については、ＪＥＳＣＯの各ＰＣＢ処理事業所の処

分期間内での処理が求められています。そのため、廃棄物処理計画に基づ
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き、令和２(2020)年度末の処分率を90％以上とすることを目標として、関

係機関等と連携し、保管事業者に対して重点的に指導又は助言を行い、可

能な限り処理を早く終えることで、ＪＥＳＣＯのＰＣＢ処理事業所を立地

する豊田や北九州の地元の負担の軽減につなげます。 

 県及び県内市町が管理する主な高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使

用製品の保管量、所有量及び処分見込量を毎年度自治体ごとに把握し、公

表していきます。 

  保管事業者及び所有事業者の模範となるよう率先して、県及び県内市町

が管理するＰＣＢ廃棄物等の処分委託及び廃棄を早期に終えるよう管理し、

計画的に処理を推進していきます。 

  「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法」の実施

計画に基づき支障除去を行っている桑名市源十郎新田事案については、事

案地から除去されたＰＣＢ廃棄物をＰＣＢ特別措置法に基づいて適正な処

理を行うなど適切な対応を進めていきます。 

 

（４）関係機関、関係事業者等との連携 

  県は、ＪＥＳＣＯでの処理が円滑に進むように、国、関係都道府県市、

ＪＥＳＣＯ及び収集運搬業者と調整を図り、計画的に処理を進めます。ま

た、保管事業者等に当該処理施設における処理状況等の情報提供を行いま

す。 

  県は、中部近畿産業保安監督部と連携し、ＰＣＢ使用製品を使用してい

る事業者に対して早期に代替品に転換するよう指導します。また、ＰＣＢ

使用製品を廃止した事業者に対しては、ＰＣＢ特別措置法に基づく保管の

届出、処分期間内の処理及び廃棄物処理法の保管基準の遵守等を指導しま

す。 

  県は、環境省及び関係都道府県市と連携し、ＰＣＢ特別措置法及び廃棄

物処理法に基づく、保管事業者及び処理業者等への指導、行政処分を厳正

に実施します。 

 

（５）ＰＣＢ廃棄物処理基金による処理の促進 

  廃棄物の処理については、廃棄物処理法に基づき、「事業者は、その事

業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければ

ならない」と定められており、ＰＣＢ廃棄物の処理についても、その保管

事業者による費用負担で処理されなければなりません。 

  しかし、ＰＣＢ廃棄物を処理する際の経費は高額であることから、中小

企業者等の円滑な処理を促進するため、国、都道府県及び産業界の拠出に

より、ＰＣＢ廃棄物処理基金が独立行政法人環境再生保全機構に設置され

ています。中小企業者等がＪＥＳＣＯで変圧器等を処理する場合、中小企

業等処理費用軽減制度による支援が受けられます。 
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  県は、平成13(2001)年度から毎年この基金に出えんしています。県内の

ＰＣＢ廃棄物の早期処理を促進するため、引き続き基金に出えんしていき

ます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 図４－２ 中小企業者等の処理費用軽減の概要 
 
※１）一定の要件を満たしている中小企業者等に対して、処理費用の70％の軽減措置があります。 

※２）平成26(2014)年4月から、一定規模以下の法人、個人についてもその負担能力を考慮し、軽減措置の

対象となりました（最大95％）。 

 

 

（６）県民、保管事業者等の理解を深めるための施策の実施 

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進について、県民、保管事業者及

び関係事業者の理解の促進を図るため、県は、パンフレットやインターネッ

ト等を活用してＰＣＢ廃棄物の性状や処理の安全性確保に関する情報、ＰＣ

Ｂ廃棄物の保管及び処分の状況、並びにＰＣＢ廃棄物の計画的な処理に関す

る情報等を積極的に公開するとともにＰＣＢ廃棄物の早期処理の必要性に関

する普及啓発を行うなどの施策を実施します。 

 

（７）ＰＣＢ廃棄物の誤廃棄等防止のための取組 

ＰＣＢ廃棄物の識別を容易にするため、ＰＣＢ廃棄物に識別のためのシー

ルを貼付し、排出側、引受側双方への注意を促すことで誤廃棄等の不適正処

理を防止します。 

 

２ 保管事業者及び所有事業者の役割 

保管事業者は、ＰＣＢ特別措置法で定める処分期間内で早期に処理が完了す

るよう、自ら又はＰＣＢ廃棄物無害化処理認定事業者若しくはＰＣＢ廃棄物に

係る特別管理産業廃棄物処分業者（以下｢処分業者｣という。）に委託して、確

実かつ適正にＰＣＢ廃棄物を処理する必要があります。 

また、ＰＣＢ廃棄物を処理するまでの間、ＰＣＢの漏えい等により人の健康

及び生活環境に係る被害が生じないように、廃棄物処理法に定める保管基準に

施設整備費国庫補助 

処理費用
軽減 

助成 基金への拠出 

都
道
府
県 

国 

独
立
行
政
法
人 

環
境
再
生
保
全
機
構 

 

Ｊ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ 

中
小
企
業
者
等
の 

保
管
事
業
者 

産業界 



 - 19 -  

従いＰＣＢ廃棄物を適正に保管しなければなりません。 

このほか、保管事業者は、次の事項を履行する必要があります。 

  ＰＣＢ特別措置法に基づき、ＰＣＢ廃棄物等の保管及び処分等の状況を

毎年、知事に届け出る。 

  ＰＣＢ廃棄物の保管から処分に至るまでの業務を適切に行うため、事業

場ごとに特別管理産業廃棄物管理責任者を設置する。 

  ＰＣＢ廃棄物を処分期間内に計画的に処分するため、処分業者と調整を

行うとともに、安全な収集運搬が確保されるよう必要な措置を講ずる。ま

た、処理に当たっては電子マニフェストの利用に努める。 

  高濃度の変圧器等を20台以上保管・使用する事業者（多量保管事業者) は、

ＰＣＢ廃棄物の処分方法、処分時期、処分量等、ＰＣＢ廃棄物の計画的な

処分に関する事項を定めた計画を策定し、県に報告する。また、その計画

の内容に変更が生じた場合は、その旨を記載した計画書を県に提出し、円

滑な処理の促進を図る。 

  ＰＣＢ廃棄物の安全で効率的かつ計画的な処理を確保するため、国及び

県が実施する施策に協力する。 

 

なお、ＰＣＢ使用製品を使用している事業者にあっては、処分期間内の処理

を行うため、早期にその使用を中止し、廃棄物化した後に本項の規定に従う必

要があります。 

 

３ 収集運搬者の役割 

収集運搬者は、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬を確実かつ適正に行うため、次の事

項を履行する必要があります。 

  廃棄物処理法に定める特別管理産業廃棄物の処理基準を遵守するととも

に、「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」（低濃度ＰＣＢ廃棄物にあ

っては「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」）に沿った運搬を

行う。 

  収集運搬時の事故等緊急時に適切に対応するため、緊急時の措置、連絡

体制等を定めた緊急時対応マニュアル等を整備するほか、作業従事者への

教育及び緊急時を想定した訓練等を実施する。 

  県内のＰＣＢ廃棄物の計画的かつ効率的な収集運搬のため、保管事業者、

処分業者と十分な連絡調整を行い、運搬車両毎の運行管理を適切に行う。

また、ＪＥＳＣＯのＰＣＢ処理事業所にＰＣＢ廃棄物を搬入する特別管理

産業廃棄物収集運搬業者にあっては、より安全を保つために収集運搬の状

況を随時確認できるＧＰＳを利用した運行管理システムを整備する。 
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第５章 その他の事項 

 

１ ＰＣＢ使用部品を含む家電製品の処理 

一般家庭における家電製品のうち、昭和49(1974)年以前に製造されたテレビ、

ルームクーラー及び電子レンジ等については、ＰＣＢを含む低圧コンデンサー

を使用したものがあります。これらのうち、特定家庭用機器再商品化法（家電

リサイクル法）の対象となるテレビ及びルームクーラーは、製造者がＰＣＢ使

用部品を適正に保管・処理する必要がありますが、市町が収集した電子レンジ

等については、従来どおり当該家電製品の製造者に部品の取り外しを依頼する

などにより、環境汚染の防止を図ることとします。 
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(参考) 

ＰＣＢとは 

 

○ＰＣＢの構造 

ＰＣＢ（polychlorinated biphenyl）とは、 

炭素と水素からなるビフェニル骨格に塩素が１個 

から10個結合した化合物の総称で、その分子に 

保有する塩素の数や結合位置の違いにより、理論 

的に209種類の異性体が存在します。 

 

○ＰＣＢの性状、用途 

水に極めて溶けにくく、沸点が高いなどの物理的性質を有しており、主に油状

の物質で、熱で分解しにくく、不燃性、電気絶縁性が高いなど、化学的にも安定

な性質を有しています。こうした特性から、変圧器、コンデンサーといった電気

機器をはじめ、幅広い用途に使用されてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 ○ＰＣＢの毒性 

急性毒性は低いが、長期間又は大量に摂取した場合には慢性的な影響として、

皮膚・粘膜系へのニキビのような吹き出物や皮膚の黒ずみ等の異常をはじめ、肝

臓系、神経系、呼吸器系、内分泌系等に様々な症状が出ると言われています。 

 

 

図１  ＰＣＢの構造 

表１ ＰＣＢの主な製品例・使用場所 

 

 

（環境省パンフレット「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）使用製品及びＰＣＢ廃棄物の期限内処理に向 

けて」より抜粋） 


